
【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 45,635,146   固定負債 21,907,675

    有形固定資産 29,675,758     地方債等 16,592,052

      事業用資産 19,803,180     長期未払金 -

        土地 8,171,224     退職手当引当金 4,890,851

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 46,968

        立木竹 -     その他 377,803

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,119,872

        建物 28,985,722     １年内償還予定地方債等 1,721,606

        建物減価償却累計額 -17,903,106     未払金 -

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,478,774     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -1,076,337     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 267,773

        船舶 -     預り金 130,494

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 24,027,547

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 48,588,141

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -22,196,632

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 0

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 146,904

      インフラ資産 9,663,716

        土地 1,561,506

        土地減損損失累計額 -

        建物 275,241

        建物減価償却累計額 -254,529

        建物減損損失累計額 -

        工作物 19,697,028

        工作物減価償却累計額 -11,990,146

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 374,617

      物品 1,127,793

      物品減価償却累計額 -918,932

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 3,596

      ソフトウェア 3,596

      その他 -

    投資その他の資産 15,955,792

      投資及び出資金 10,439,597

        有価証券 500

        出資金 10,439,097

        その他 -

      長期延滞債権 421,997

      長期貸付金 189,632

      基金 4,975,892

        減債基金 197,002

        その他 4,778,890

      その他 -

      徴収不能引当金 -71,326

  流動資産 4,783,910

    現金預金 1,692,578

    未収金 168,247

    短期貸付金 105,012

    基金 2,847,983

      財政調整基金 2,847,983

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -29,910

  繰延資産 - 純資産合計 26,391,508

資産合計 50,419,056 負債及び純資産合計 50,419,056

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 14,553

    その他 -

純行政コスト 30,266,962

    損失補償等引当金繰入額 45,745

    その他 3,000

  臨時利益 14,553

  臨時損失 369,500

    災害復旧事業費 307,977

    資産除売却損 12,777

    使用料及び手数料 560,405

    その他 608,094

純経常行政コスト 29,912,015

      社会保障給付 3,367,192

      その他 15,565

  経常収益 1,168,500

        その他 756,164

    移転費用 21,162,168

      補助金等 17,779,411

      その他の業務費用 941,499

        支払利息 85,542

        徴収不能引当金繰入額 99,792

        維持補修費 675,957

        減価償却費 1,176,918

        その他 3,099

        その他 601,649

      物件費等 5,537,563

        物件費 3,681,589

        職員給与費 2,734,621

        賞与等引当金繰入額 267,773

        退職手当引当金繰入額 -164,757

  経常費用 31,080,515

    業務費用 9,918,347

      人件費 3,439,285

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 26,849,326 48,711,802 -21,862,476 -

  純行政コスト（△） -30,266,962 -30,266,962 -

  財源 29,961,371 29,961,371 -

    税収等 21,437,383 21,437,383 -

    国県等補助金 8,523,988 8,523,988 -

  本年度差額 -305,591 -305,591 -

  固定資産等の変動（内部変動） 28,565 -28,565

    有形固定資産等の増加 2,413,736 -2,413,736

    有形固定資産等の減少 -2,757,640 2,757,640

    貸付金・基金等の増加 2,653,361 -2,653,361

    貸付金・基金等の減少 -2,280,891 2,280,891

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -152,226 -152,226

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -457,817 -123,661 -334,156 -

本年度末純資産残高 26,391,508 48,588,141 -22,196,632 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：館山市

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 133,581

本年度歳計外現金増減額 -3,088

本年度末歳計外現金残高 130,494

本年度末現金預金残高 1,692,578

財務活動収支 2,895

本年度資金収支額 -429,426

前年度末資金残高 1,991,510

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,562,084

    地方債等償還支出 1,706,168

    その他の支出 20,337

  財務活動収入 1,729,400

    地方債等発行収入 1,729,400

    その他の収入 -

    資産売却収入 40,347

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,105,639

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,726,505

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,680,196

    国県等補助金収入 177,615

    基金取崩収入 1,073,302

    貸付金元金回収収入 388,932

  投資活動支出 2,785,836

    公共施設等整備費支出 871,585

    基金積立金支出 1,544,197

    投資及び出資金支出 16,354

    貸付金支出 353,700

    災害復旧事業費支出 307,977

    その他の支出 3,000

  臨時収入 -

業務活動収支 673,318

【投資活動収支】

    税収等収入 21,350,546

    国県等補助金収入 8,346,373

    使用料及び手数料収入 523,000

    その他の収入 601,481

  臨時支出 310,977

    移転費用支出 21,162,168

      補助金等支出 17,779,411

      社会保障給付支出 3,367,192

      その他の支出 15,565

  業務収入 30,821,400

    業務費用支出 8,674,937

      人件費支出 3,612,480

      物件費等支出 4,363,494

      支払利息支出 85,542

      その他の支出 613,421

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 29,837,105
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1、重要な会計方針				

				

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法				

取得原価による。ただし、開始時の評価基準・評価方法は以下の通り。				

ア、昭和59年以前に取得したもの→再調達価額				

イ、昭和60年度以後に取得したもの				

　　取得原価が判明しているもの→取得価額				

　　取得原価が不明なもの→再調達価額				

　　※ア・イいずれの場合でも、取得価額が不明な道路、河川、水路の敷地は備忘価額1円とする。				

				

ウ、無形固定資産→原則として取得価額（不明なものは再調達価額）				

				

②有価証券等の評価基準及び評価方法				

・所有する有価証券（満期保有目的以外）については、取得価額による				

・出資金のうち、市場価格があるもの会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額とする。 				

・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額とする。				

				

				

③有形固定資産等の減価償却の方法				

・有形固定資産（リース資産を除きます） 				

　定額法を採用				

　　【主な耐用年数】				

　　　建物　10年～50年				

　　　工作物 5年～60年				

　　　物品　 2年～50年				

　　				

・無形固定資産（リース資産を除きます）				

　定額法を採用				

				

・リース資産				

ア　所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資産				

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法				

イ　所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産				

　　リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法				

				

④引当金の計上基準及び算定方法				

・徴収不能引当金				

　過去5年間の平均不納欠損率により計上する。				

・賞与引当金				

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当及び、それらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ当年度の期間に対応する部分を計上している。				

・退職手当引当金				

　退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額からすでに職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、				

　組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上する。				

・損失補償引当金				

　地方公共団体健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定法に従う。				

 				

⑤リース取引の処理方法				

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行う。				

　オペレーティング・リース取引には、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行う。				

				

⑥資金収支計算書における資金の範囲				

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物を資金の範囲とする。				

　このうち現金同等物は、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含む。				

				

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項				

ア　物品およびソフトウェアの計上基準				

　　物品については、取得価額又は見積価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上する。				

　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じている。				

イ　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるときに修繕費として処理を行う。				

				

２、重要な会計方針の変更等				

・会計方法の変更　　　下水道事業特別会計について、公営企業会計へ移行				

・表示方法の変更　　　該当なし				

・資金収支計算書における資金の範囲の変更　　　　該当なし				

				

３、偶発債務				

①保証債務及び損失保証債務の負担の状況				

団体名　　：土地開発公社

確定債務　：46,968千円	　

総額　　　：46,968千円

				

②係争中の訴訟等				

 ・千葉地方裁判所木更津支部　令和2年（ワ）第96号				

　　賃借物修繕等請求事件				

				

４、追加情報				

①財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項				

ア　全体会計財務書類の対象範囲は次のとおり

　一般会計

　国民健康保険特別会計

　後期高齢者医療特別会計

　介護保険特別会計

イ　地方自治法235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とする。				

ウ　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がある				

注　記

5/6



2023/3/15

				

②純資産変動計算書に係る事項				

純資産における固定資産等形成及び余剰分（不足分）の内容				

　・固定資産形成分				

　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上する。				

　・余剰分（不足分）				

　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上する。				

				

③資金収支計算書に係る事項				

ア　基礎的財政収支　　　　　　　124,116千円				

イ　重要な非資金取引				

・新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額　　　－円				
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